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適格請求書等（令和５年10月1日より交付する必要がある）

適格請求書発行事業者登録から始まる

令和３年１０月１日より受付開始（10月中で10万３千件の登録）

消費税法で罰金刑を受けた事業者は、登録できない

何をインボイスとするかは、自社で決めること（最重要課題）
事務の手間、税額にも影響が出る、電子インボイスもある

財務省資料

何をインボイスとするか①

何をインボイスとするか②

何をインボイスとするか③
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どれかが欠落すると、仕入税額控除はできない。すすめられる方法ではない 4
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インボイスの記載要件は、今までと何が変わるのか

令和５年９月３０日まで 令和５年１０月１日以降
① 書類の作成者の氏名又は名称

② 課税資産の譲渡等を行った年月日
③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は
役務の内容
（課税資産の譲渡等が軽減対象資産
の譲渡等である場合には、資産の内
容及び軽減対象資産の譲渡等である
旨）
④ 税率ごとに合計した課税資産の譲
渡等の税込価額

⑤ 書類の交付を受ける当該事業者の
氏名又は名称

① 適格請求書発行事業者の氏名又は
名称及び登録番号
② 課税資産の譲渡等を行った年月日
③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は
役務の内容
（課税資産の譲渡等が軽減対象資産
の譲渡等である場合には、資産の内
容及び軽減対象資産の譲渡等である
旨）
④ 税率ごとに区分した課税資産の譲
渡等の税抜価額又は税込価額の合計
額及び適用税率
⑤ 税率ごとに区分した消費税額等
⑥ 書類の交付を受ける当該事業者の
氏名又は名称
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消費税制度の変更点
区分記載請求書等保存方式 【令和5 年9 月末まで】 適格請求書等保存方式 【令和5 年10 月1 日以後】

事業者登録制度なし 事業者登録制度あり

免税事業者からの課税仕入れも仕入税額控除の
対象

免税事業者等からの課税仕入れは仕入税額控除
の対象とならない （6 年間は経過措置あり)

• 売手に請求書等の交付義務なし
• 免税事業者も交付可
• 不正交付の罰則なし

• 売手に適格請求書の交付義務あり（免除特例あ
り）
• 免税事業者・未登録事業者は交付不可
• 不正交付の罰則あり

買手に請求書等の保存義務あり 買手に適格請求書等の保存義務あり

データで受け取った請求書等は不可 電子インボイスの授受と保存可

小売業者等が交付する請求書、区分記載請求書
は、受領者の名称記載不要

小売業者等は、適格簡易請求書 • 消費税額等又
は適用税率のいずれか記載 • 受領者の名称記載
不要

3 万円未満の取引等に、請求書等の保存不要の
取扱いあり

売手の交付義務が免除される取引等に、適格請
求書等の保存不要の取扱いあり

せり売りなど取次業者が代替発行した請求書等
の保存で、仕入税額控除可

せり売りなど取次業者が代替発行した請求書等
の保存で、仕入税額控除可

買手に帳簿の保存義務あり 買手に帳簿の保存義務あり
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適格請求書の種類

適格請求書 適格簡易請求書

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名
称及び登録番号
② 課税資産の譲渡等を行った年月日
③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役
務の内容（課税資産の譲渡等が軽減対
象資産の譲渡等である場合には、資産
の内容及び軽減対象資産の譲渡等であ
る旨）
④ 課税資産の譲渡等の税抜価額又は税
込価額を税率ごとに区分して合計した
金額及び適用税率
⑤ 税率ごとに区分した消費税額等
⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又
は名称

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名
称及び登録番号
② 課税資産の譲渡等を行った年月日
③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役
務の内容（課税資産の譲渡等が軽減対
象資産の譲渡等である場合には、資産
の内容及び軽減対象資産の譲渡等であ
る旨）
④ 課税資産の譲渡等の税抜価額又は税
込価額を税率ごとに区分して合計した
金額
⑤ 税率ごとに区分した消費税額等又は
適用税率

税額を表示しないと、税額計算上課題
が残る
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適格請求書交付義務がない取引（帳簿記載のみで対応）

次の取引は、適格請求書発行事業者が行う事業の性質上、適格請求書を交付することが困難なため、
適格請求書の交付義務が免除されます（新消令 70 の９②）
① ３万円未満の公共交通機関（船舶、バス又は鉄道）による旅客の運送
② 出荷者等が卸売市場において行う生鮮食料品等の販売（出荷者から委託を受けた受託者が卸売の業
務として行うものに限ります。）
③ 生産者が農業協同組合、漁業協同組合又は森林組合等に委託して行う農林水産物の販売
（無条件委託方式かつ共同計算方式により生産者を特定せずに行うものに限ります。）
④ ３万円未満の自動販売機及び自動サービス機により行われる商品の販売等
⑤ 郵便切手類のみを対価とする郵便・貨物サービス（郵便ポストに差し出されたものに限ります。）
（注）
１ 課税資産の譲渡等に係る適用税率は問いませんので、標準税率の取引のみを行っている場合でも、
取引の相手方（課税事業者に限ります。）から交付を求められたときは、適格請求書の交付義務があ
ることにご留意ください。
２ 免税取引、非課税取引及び不課税取引のみを行った場合については、適格請求書の交付義務は課さ
れません。
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事業者として、今から対応すべきこと（請求書発行事業者）

登録事業者の申請（令和３年１０月１日より原則として令和５年３月３１日
まで

インボイスの交付方法と保存方法の決定（取引先との調整）

レジ・経理・受発注システムなどの改修

取引先に登録番号とインボイスの交付方法を連絡

社員研修の実施

税額計算の複雑さに対応できる体制整備

振込料をどのように処理するか
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事業者として、今から対応すること（請求書受取者）

仕入れ先が登録していない場合の対応の検討

インボイスを何にするか、その保存方法の検討

経理・発注システムなどの改修

取引先に、事業者登録の有無、インボイスの様式と受領方法の確認

社員研修の実施

税額計算の複雑さに対応できる体制の整備

振込料をどのように処理するか
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振込料の処理（立替なのか、値引きなのか、経費なのか）
3万円以下の特例対象外（適格請求書が必要）
⺠法では、買い手負担が原則だが契約で売り手負担とすることもできる

立替払いと考える場合 Q&A75

問 75 当社は、取引先のＢ社に経費を立て替えてもらう場合があります。
この場合、経費の支払先であるＣ社から交付される適格請求書には立替払をした
Ｂ社の名称が記載されますが、Ｂ社からこの適格請求書を受領し、保存しておけ
ば、仕入税額控除のための請求書等の保存要件を満たすこととなりますか。

答 貴社が、Ｃ社から立替払をしたＢ社宛に交付された適格請求書をＢ社からそ
のまま受領したとしても、これをもって、Ｃ社から貴社に交付された適格請求書
とすることはできません。 ご質問の場合において、立替払を行ったＢ社から、立
替金精算書等の交付を受ける等により、 経費の支払先であるＣ社から行った課税
仕入れが貴社のものであることが明らかにされている場合には、その適格請求書
及び立替金精算書等の書類の保存をもって、貴社は、Ｃ社からの課税仕入れに係
る請求書等の保存要件を満たすこととなります（インボイス通達４−２）
なお、この場合、立替払を行うＢ社が適格請求書発行事業者以外の事業者であっ
ても、Ｃ社が適格請求書発行事業者であれば、仕入税額控除を行うことができま
す。
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振込料の処理（立替なのか、値引きなのか、経費なのか）

経費処理する場合

支払手数料で処理 銀行などの手数料明細（インボイス）を保存し、帳簿記
載が必要となる

売上値引きとする場合（売り手負担の場合）

値引きとなるので、販売者からの適格返還請求書が必要となる
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消費税法の作り方からすれば、中小零細事業者の取引からの排除が目的

任意組合では、全員が課税事業者でないと、仕入税額控除は使えない。ジョ
イントベンチャーも任意組合です。

取引を続けるか、今までの消費税分・・

事務負担の増加（取引日付により計算方法が異なる)

登録番号のない区分記載請求書等の保存により仕入税額控除ができる割合

令和５年10 月1 日から令和 8 年9 月30 日までの3 年間・・・・・・80％
令和８年10 月1 日から令和11 年9 月30 日までの3 年間・・・・・・50％

法人税・所得税 ： 課税事業者以外からの仕入は税抜き経理ができない

課税事業者を選択しない事業者への対応
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〇 受発注・請求といったバックオフィス業務の「電子化」は、EDI（企業間のデータ交
換）の利⽤促進を中心に進められ、業界ごとに固有のEDIが確⽴。

〇 その結果、業界EDIのデータ規格や通信方式が区々となり、例えば、「業務基幹シス
テムにデータを取り込む際に変換が必要」など、バックオフィス業務の「シームレスな
データ連携」の実現が困難な状況。

電子インボイスの仕様標準化 中小企業EDIがあるのに・・

売り手

バックオフィス業務の現状（イメージ）

買い手

受発注システム

受発注システム

発注データ
商品︓A

価格:1,000
（税抜）

発注

受注

受注データを
手入力….

請求システム

請求システム

請求データ
商品︓A

価格:1,000
税︓100

請求額︓1,100
請求

支払

業務基幹システム 支払データを
手入力….

分断！

会計システム 税務システム

会計システム 税務システム

申告書の作成

会計・税務システム

取引データを
手入力….

分断！
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〇 令和２年12月、民間事業者の団体である「電子インボイス推進協議会（EIPA)
」が、「我が国における電子インボイスの普及を通じた業務デジタル化に向けた
ご提言」を平井デジタル改革担当大臣へ手交。

平井デジタル改革担当大臣ご発言
（令和２年12月15日閣議後会見）（抜粋）

デジタル化を通じたバックオフィス業務の効率化の実現は、非常に重要な課

題であり、デジタル庁の設置を待たずして、官民連携の上、早急に進める必要

がある「デジタル化のフラグシッププロジェクト」だと考えている。（中略）

「電子インボイス」の標準仕様について、2022年秋の運用開始を目指し、（中

略）しっかりと進めていきたいと考えている。

各団体が電子インボイス規格提案をしたがPEPPOLが採用された

内閣官房IT総合戦略室作成資料より引用
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IPAの資料による中小企業の実態

17



消費税税額計算（売上税額・仕入税額）の構造
売上税額（割戻計算と積上げ計算の併用可能、ただし仕入れは積上げ方式）

原則：割戻計算
仕入税額は、特例割戻計算

特徴：おおむね、売上税額は多めになる。仕入税額も多めになる
仕入税額は、原則積上げ計算

特徴：請求書等積上げ計算。 四捨五入にもよるが・・
帳簿積上げ計算
両者の併用

特例：積上げ計算
仕入税額も積上げ計算

特徴：おおむね、売上税額は低めになる（取引件数が多い場合）
このため、仕入税額控除は四捨五入の関係で税額が低めになる積上げ計算

しか認められない

仕入税額は、割戻計算と積上げ計算の併用はできない

データが電子化されていないと、有利不利は判定できない。
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この方式は、割戻計算しかできません
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この方法であれば、積上げ計算は可能です

適格請求書を集計して税額計算できますか（請求書積上げ計算）？
帳簿記載がないと無理です（帳簿積上げ計算） 20



このような伝票の山に対して、鏡で対応できるとの⾒解だが

請求書の鑑もQ＆Aによれば19頁の様
式が必要なのか？

納品書は適格請求書になります

取引件数が多い、小売りやメーカー
は積み上げ方式によるほうが有利
今までも入力不可なら、適格請求書
に代わってもできないのでは？

鏡での対応は割り戻し方式となりま
す
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〇 バックオフィス業務の効率化を実現する観点から、「電子インボイス」につい
て、コスト面も含め、中小・小規模事業者から大企業まで幅広い事業者が共通的
に使えるようなものとしその利活⽤を促進するため、国際的な規格に準拠する形
で「標準仕様」の確⽴を目指す。

実現を目指すアーキテクチャ（イメージ）

請求に係るデータをやり取りする共
通基盤ネットワーク

A業界EDI

B業界EDI

C業界EDI

政府調達システム

EDI NW等を
相互接続

会計システム

中小・小規模事業者

PEPPOLの位置づけ

ここをPEPPOLでつなぎたい

中小企業
EDIの守
備範囲
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東京税理士会2021.6.1 情報通 より引用 加筆修正

ＰＤＦ、ＪＰＥＧ、ＣＳＶ等可関連付け項目例
伝票番号
・経費申請番号
・精算書番号など

仕訳明細データ
経費明細データ

法定保存7～11年

FAX（紙以外）
WEBEDI

電帳法のイメージするバックオフィス業務の流れとバックヤード業務の合理化
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適格請求書にQRコードを付ける実証実験をしています

エクセルで作成した売上デー
タを利用して、QRコード付き
適格請求書を作成するアプリ
を作成し、実証実験を始めて
います

エクセルからQR付請求書作成
QR請求書から仕入帳作成

2個のアプリを、近くSCCC協
議会のHPから無償配布を始め
る予定でいます
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ＱRコードをスマホで読み込むか、WEBカメラ（800DPI）で読み込み仕入台帳作ります

クラウドの使用料も、通信回線負担も、特殊なアプリもいらず、消費税法に対応する
帳簿作成が簡単にできます。従来通りの紙の適格請求書で実現できます。
当面の間、WEBカメラによる読み込み機能は提供しません

25



ご清聴ありがとうございました
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